
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
鳥取県 倉吉市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

51,124
272.15

14,291,665
24,569,552
23,995,155

208,395

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値
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財政力指数 [0.46]
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [98.4%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[114,368円]

類似団体内順位
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [99.0]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.35人]

類似団体内順位
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [20.8%]

類似団体内順位
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将来負担の状況

将来負担比率 [130.4%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

倉吉市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】
　地域総合整備事業債（主にパークスクエア関係）、合併特例債、地域改善対策特定事業債の
元利償還金が財政力指数の分母となる基準財政需要額を押し上げる要因となっており、結果、
財政力指数の低下を招いている。

【経常収支比率】
  経常収支比率で類似団体と比較して高いのは、公債費（＋1.7%）、扶助費(＋1.4%）、補助費等
(＋3.2%）、その他（＋6.2%）となっている。改善に向けた対応策としては、箱もの施設の譲渡等に
より経常経費の抑制を図る。また、「新たな地方債の発行の抑制」により公債費の抑制縮減に努
める。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
  類似団体と比較して、人件費は3,388円少ないが物件費が4,574円高くなっている。今後も緊急
雇用事業に伴う物件費の増加が見込まれるが、箱物施設の譲渡等によりコストの低減を図って
いく方針である。

【ラスパイレル指数】
  前度と比較して2.5％上昇した要因は、平成20年度は給与抑制（一律3％カット）を実施していた
ためである。平成21年度からは新給与制度導入後の経過措置である現給保障を年次的に縮減
している。

【将来負担比率】
  前年度に比べ7.0％減少しており、これは繰上償還、新規事業の抑制等により地方債残高が減
少したことによる。今後は、公営企業債等繰入を抑制すべく、下水道整備計画の見直し、利用料
金等の歳入の確保に努める。

【実質公債費比率】
　実質公債費比率（3ヵ年平均）20.8％の内訳は、普通会計分12.9、公営企業のうち下水道分3.2、
公営企業のうち下水道以外分0.9、一部事務組合分3.1、債務負担行為分0.7となっています。普
通会計分のみであれば12.9と同意団体の範囲内であるが、下水道事業と一部事務組合への準
公債費分が比率を押し上げている。
　地方債に関する改善に向けた対応策としては、「新たな地方債の発行の抑制」のため、総合計
画等の策定の段階から精査し、中長期的な財政運営の視点から必要な事業を厳選していくこと
とする。

【人口1,000人当たり職員数】
  類似団体と比較すると、0.54人少ない状況である。平成21年4月1日現在の職員数は447人であ
り、平成27年4月1日の職員数を434人にすることを目標に、今後も職員定員管理を徹底し、職員
数の削減に努める。



歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 鳥取県 倉吉市

経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

51,124
272.15

14,291,665
24,569,552
23,995,155

208,395

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
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当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

【経常収支比率】
　経常収支比率で類似団体と比較して高いのは、公債費（類似団体比較1.7%）、扶助費(類似団体比較1.4%）、補助費等(類似団体比較
3.2%）、その他（類似団体比較6.2%）となっている。公債費の高い要因は、地域総合整備事業債（主にパークスクエア関係）、臨時地方道整
備事業債、過疎対策事業債、公営住宅建設事業債、地域改善対策特定事業債（同和対策事業債）が挙げられる。その他が高くなっている
要因は下水道会計への繰出金で、これは下水道整備の進捗に伴うものである。補助費等の高い要因は、鳥取中部ふるさと広域連合負担
金である。
　改善に向けた対応策としては、箱もの施設の譲渡、あるいは指定管理者制度の導入または民営化を積極的に行い、経常経費の抑制を
図る。また、「新たな地方債の発行の抑制」により公債費の抑制縮減に努める。なお平成19年8月から国民宿舎に指定管理者制度導入済
み。また平成23年度に下水道料金改定予定。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,889,490 76,080 74,804 1.7
賃金（物件費） 174,380 3,411 3,541 ▲ 3.7
一部事務組合負担金（補助費等） 603,577 11,806 6,281 88.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 822 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 4 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 152,378 2,981 3,187 ▲ 6.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 21,654 424 1,497 ▲ 71.7
▲退職金 ▲ 642,976 ▲ 12,577 ▲ 8,986 40.0
合計 4,198,503 82,124 81,150 1.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.35 7.89 ▲ 0.54
ラスパイレス指数 99.0 97.6 1.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

3,027,228 59,213 44,121 34.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 33 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,413,406 27,647 13,043 112.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

882,181 17,256 4,155 315.3

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

50,233 983 1,824 ▲ 46.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 30 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 3,156,817 ▲ 61,748 ▲ 36,222 70.5

合計 2,216,231 43,350 26,984 60.7
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 鳥取県 倉吉市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

3,131,893 59,317 ▲ 11.8 50,864 ▲ 28.2 16.4

うち単独分 1,822,531 34,518 ▲ 33.3 30,101 ▲ 26.2 ▲ 7.1

2,471,988 47,024 ▲ 20.7 59,039 16.1 ▲ 36.8

うち単独分 1,933,904 36,788 6.6 34,986 16.2 ▲ 9.6

3,317,117 63,823 35.7 52,453 ▲ 11.2 46.9

うち単独分 2,078,254 39,986 8.7 30,509 ▲ 12.8 21.5

2,136,721 41,500 ▲ 35.0 48,408 ▲ 7.7 ▲ 27.3

うち単独分 806,942 15,673 ▲ 60.8 26,937 ▲ 11.7 ▲ 49.1

1,471,273 28,779 ▲ 30.7 49,774 2.8 ▲ 33.5

うち単独分 650,364 12,721 ▲ 18.8 26,739 ▲ 0.7 ▲ 18.1

過去５年間平均 2,505,798 48,089 ▲ 12.5 52,108 ▲ 5.6 ▲ 6.9

うち単独分 1,458,399 27,937 ▲ 19.5 29,854 ▲ 7.0 ▲ 12.5

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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人口1人当たり決算額の推移
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歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 鳥取県 倉吉市

当該団体値 類似団体平均値
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